
英
語
で
遊
ぼ
う

参
加
者
募
集

●
お
問
い
合
わ
せ
／
市
ま
ち
づ
く
り
推
進
課

市
民
交
流
推
進
室 

☎
２
６-

５
６
１
５

固
定
資
産
税
の
各
種
減
額
制
度
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

 

●
お
問
い
合
わ
せ
／【
土
地
】市
税
務
課
固
定
資
産
第一係 

☎
２
６-

５
７
１
５

 

【
家
屋
】固
定
資
産
第
二
係 

☎
２
６-

５
７
１
６

 

【
償
却
資
産
】償
却
資
産
係 

☎
２
６-

５
７
１
７

　
幼
少
期
か
ら
英
語
に
慣
れ
親
し
み
、

自
然
に
語
学
力
を
身
に
付
け
る
「
英
語

で
遊
ぼ
う
」
事
業
を
実
施
し
ま
す
。
英

語
が
母
国
語
の
外
国
出
身
者
と
楽
し
く

英
語
で
遊
び
ま
せ
ん
か
。

実
施
日
／
６
月
～
平
成
26
年
３
月
の
原

則
毎
週
土
曜
日
︵
全
40
回
程
度
︶

場
所
／
①
交
流
ひ
ろ
ば
︵
中
町
三
丁

目
︶②
公
益
ホ
ー
ル︵
飯
森
山
三
丁
目
︶ 

③
ひ
ら
た
タ
ウ
ン
セ
ン
タ
ー
︵
飛
鳥
︶

ク
ラ
ス
／
幼
児
︵
年
中
・
年
長
︶、
小

学
１
・
２
年
生
、
小
学
３
・
４
年
生

定
員
／
①
②
③
の
場
所
毎
に
各
ク
ラ
ス

20
人
。
応
募
多
数
の
場
合
は
抽
選

費
用
／
年
間
８
千
円
程
度
︵
教
材
費
、

保
険
料
な
ど
︶

申
し
込
み
／
４
月
22
日
㈪
～
５
月
10
日

㈮
に
、
参
加
希
望
者
お
よ
び
保
護
者
の

氏
名
、住
所
、年
齢︵
学
年
︶、電
話
番
号
、

希
望
場
所︵
第
１
・
第
２
希
望
︶を
記
入

し
、〒
９
９
８︲

０
０
４
４
、酒
田
市
中

町
三
丁
目
４︲

５ 

酒
田
市
ま
ち
づ
く
り

推
進
課
市
民
交
流
推
進
室
へ
5
２
６︲

５
６
１
７
、
Ｅ
メ
ー
ルkokusai@

city.sakata.lg.jp

　
固
定
資
産
税
は
、
毎
年
１
月
１
日
に

土
地
、
家
屋
、
償
却
資
産
を
所
有
し
て

い
る
方
に
課
税
さ
れ
る
市
税
で
す
。
平

成
25
年
１
月
１
日
現
在
の
登
記
簿
や
課

税
台
帳
に
所
有
者
と
し
て
登
録
さ
れ
て

い
る
方
に
、
今
年
度
の
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
の
納
税
通
知
書
を
５
月
上

旬
に
発
送
し
ま
す
。

　
納
税
通
知
書
が
届
い
た
ら
、
課
税
内

容
に
誤
り
が
な
い
か
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

　
住
宅
が
建
っ
て
い
る
土
地
（
住
宅
用

地
）
に
は
、
そ
の
税
負
担
を
特
に
軽
減

す
る
必
要
か
ら
、
そ
の
面
積
に
よ
っ
て

小
規
模
住
宅
用
地
と
一
般
住
宅
用
地
に

分
け
て
、
下
表
の
よ
う
な
課
税
標
準
額

の
特
例
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
課
税
標
準
額
と
は
評
価
額
を
基
に
算

定
さ
れ
、
こ
の
課
税
標
準
額
に
税
率

（
１・４
㌫
）
を
乗
じ
た
も
の
が
税
額
で
す
。

原
則
、
評
価
額
が
課
税
標
準
額
と
な
り

ま
す
が
、
住
宅
用
地
の
課
税
標
準
額
の

非住宅用地（さら地や駐車場、事業用地
など）は、特例措置は適用されません。

【一般住宅用地】100平方㍍

【小規模住宅用地】200平方㍍
宅地の区分 固定

資産税
都市
計画税

住 
宅 

用 

地

 小規模住宅用地
（200平方㍍以下）

評価額
×1／6

評価額
×1／3

 一般住宅用地
（200平方㍍を超え
 る部分）

評価額
×1／3

評価額
×2／3

特
例
措
置
な
ど
が
行
わ
れ
た
場
合
、
評

価
額
よ
り
低
く
算
定
さ
れ
ま
す
。

　
住
宅
を
取
り
壊
し
て
さ
ら
地
や
駐
車

場
な
ど
に
し
た
場
合
、
特
例
が
受
け
ら

れ
な
く
な
り
、
そ
の
た
め
固
定
資
産
税

の
総
額
が
高
く
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

土
地

　
住
宅
を
新
築
し
た
場
合
や
、
既
存
家

屋
の
改
修
工
事
を
行
っ
た
場
合
、
固
定

資
産
税
が
減
額
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま

す
。

　
一
定
の
要
件
を
満
た
す
新
築
住
宅
は
、

新
築
後
の
一
定
期
間
、
固
定
資
産
税
が

減
額
さ
れ
ま
す
。

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
こ
と

①
平
成
26
年
３
月
31
日
ま
で
に
新
築
さ

れ
た
住
宅 

②
居
住
部
分
の
床
面
積
が

50
平
方
㍍
以
上
２
８
０
平
方
㍍
以
下 

③
共
同
住
宅
︵
ア
パ
ー
ト
な
ど
︶
の
場

合
は
、
１
戸
当
た
り
の
床
面
積
が
40
平

方
㍍
以
上
２
８
０
平
方
㍍
以
下 

④
併

用
住
宅
︵
店
舗
を
兼
ね
る
住
宅
な
ど
︶

の
場
合
は
、
居
住
部
分
の
床
面
積
が
家

屋
全
体
の
２
分
の
１
以
上

適
用
範
囲
／
１
戸
当
た
り
居
住
部
分
の

１
２
０
平
方
㍍
相
当
分
ま
で
が
減
額
の

対
象
︵
併
用
住
宅
に
お
け
る
事
業
用
部

家
屋

【例】300平方㍍の宅地に専用住宅が1棟建ってい
る場合／200平方㍍分は小規模住宅用地となり、
残り100平方㍍分は一般住宅用地となります。

住
宅
用
地
に
対
す
る

課
税
標
準
額
の
特
例
措
置

新
築
住
宅
に
対
す
る
減
額
措
置

固
定
資
産
税
（
家
屋
）
の
減
額
制
度

4



●
減
額
さ
れ
る
期
間
お
よ
び
税
額

　
新
築
住
宅
の
う
ち
、「
長
期
優
良
住

宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
の

規
定
に
基
づ
き
認
定
さ
れ
た
長
期
優
良

住
宅
で
、
新
築
住
宅
に
対
す
る
減
額
措

置
の
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
り
適
用

さ
れ
ま
す
。

適
用
範
囲
／
新
築
住
宅
に
対
す
る
減
額

措
置
と
同
じ

●
減
額
さ
れ
る
期
間
お
よ
び
税
額

申
告
／
長
期
優
良
住
宅
認
定
通
知
書
の

写
し
を
添
え
て
、
新
築
し
た
年
の
翌
年

の
１
月
31
日
ま
で
市
税
務
課
に
申
告
し

て
く
だ
さ
い

種
類

減
額
期
間

減
額
内
容

一
般
の
住
宅

３
年
度
分

固
定
資
産
税
の

２
分
の
１
を
減

額

３
階
建
以
上
の

中
高
層
耐
火
住

宅
な
ど

５
年
度
分

種
類

減
額
期
間

減
額
内
容

一
般
の
住
宅

５
年
度
分

固
定
資
産
税
の

２
分
の
１
を
減
額

３
階
建
以
上
の

中
高
層
耐
火
住

宅
な
ど

7
年
度
分

　
現
行
の
耐
震
基
準
に
適
合
す
る
耐
震

改
修
を
し
た
場
合
、
改
修
後
の
一
定
期

間
、
固
定
資
産
税
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
こ
と

①
昭
和
57
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
さ

れ
た
住
宅 

②
平
成
25
年
１
月
１
日
～

平
成
27
年
12
月
31
日
に
工
事
が
完
了
し

た
住
宅 

③
自
己
負
担
金
が
50
万
円
以
上

適
用
範
囲
／
１
戸
当
た
り
居
住
部
分
の

１
２
０
平
方
㍍
相
当
分
ま
で
が
減
額
対
象

●
減
額
さ
れ
る
期
間
お
よ
び
税
額

申
告
／
建
築
士
、
登
録
住
宅
性
能
評
価

機
関
、
指
定
確
認
検
査
機
関
、
住
宅
瑕か

疵し

担
保
責
任
保
険
法
人
が
発
行
し
た
耐

震
基
準
適
合
証
明
書
を
添
え
て
、
改
修

後
３
か
月
以
内
に
申
告
し
て
く
だ
さ
い

　
一
定
の
基
準
に
該
当
す
る
省
エ
ネ
改

修
を
し
た
場
合
、
固
定
資
産
税
が
減
額

さ
れ
ま
す
。

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
こ
と 

①

平
成
20
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
さ
れ

た
住
宅
︵
貸
家
を
除
く
︶ 

②
平
成
28
年

工
事
完
了
期
間

減
額
期
間

減
額
内
容

平
成
25
年
１
月

１
日
～
平
成
27

年
12
月
31
日

1
年
度
分

(

通
行
障
害
既

存
耐
震
不
適
格

建
築
物
は
２
年

度
分)

固
定
資
産
税
の

２
分
の
１
を
減

額

３
月
31
日
ま
で
の
間
に
工
事
が
完
了
し

た
住
宅 

③
次
の
㋐
か
ら
㋓
ま
で
の
工

事
の
う
ち
で
、
改
修
部
分
が
新
た
に
省

エ
ネ
基
準
に
適
合
す
る
こ
と 

㋐
窓
の

改
修
工
事
︵
二
重
サ
ッ
シ
、
複
層
ガ
ラ

ス
化
な
ど
︶ 

㋑
床
の
断
熱
改
修
工
事 

㋒
天
井
の
断
熱
改
修
工
事 

㋓
壁
の
断

熱
改
修
工
事
︵
外
気
と
接
す
る
も
の
の

工
事
に
限
る
︶
④
自
己
負
担
金
が
50
万

円
以
上
▼
減
額
適
用
範
囲
／
１
戸
当
た

り
１
２
０
平
方
㍍
相
当
分
ま
で
▼
減
額

さ
れ
る
期
間
お
よ
び
税
額
／
改
修
工
事

が
完
了
し
た
翌
年
度
分
に
限
り
、
固
定

資
産
税
の
３
分
の
１
が
減
額
▼
申
告
／

建
築
士
、
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
、

指
定
確
認
検
査
機
関
、
住
宅
瑕か

疵し

担
保

責
任
保
険
法
人
が
発
行
し
た
省
エ
ネ
基

準
適
合
証
明
書
等
を
添
え
て
、改
修
後
３

か
月
以
内
に
市
税
務
課
へ
申
告
し
て
く

だ
さ
い

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
こ
と

①
平
成
19
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
さ

れ
た
住
宅
︵
貸
家
を
除
く
︶ 

②
65
歳
以

上
の
方
、
要
介
護
認
定
ま
た
は
要
支
援

認
定
を
受
け
て
い
る
方
、
障
が
い
者
の

方
の
い
ず
れ
か
が
居
住
し
て
い
る 

③

平
成
28
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
工
事

が
完
了
し
た
住
宅 

④
所
定
の
要
件
に

該
当
す
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事 

⑤
補
助
金
等
を
除
く
自
己
負
担
金
が
50

万
円
以
上
▼
減
額
適
用
範
囲
／
１
戸
当

た
り
１
０
０
平
方
㍍
相
当
分
ま
で
▼
減

額
さ
れ
る
期
間
お
よ
び
税
額
／
改
修
工

事
が
完
了
し
た
翌
年
度
分
に
限
り
、
固

定
資
産
税
の
３
分
の
１
が
減
額
▼
申
告

／
工
事
明
細
書
、
写
真
等
を
添
え
て
、

改
修
後
３
か
月
以
内
に
市
税
務
課
へ
申

告
し
て
く
だ
さ
い

Q & A
Ｑ　年の途中に土地の売買

（相続を含む）があった場合、
税金はどうなりますか？また建
物を解体した場合の固定資産
税はどうなりますか？

Ａ　固定資産税は毎年1月1日
（賦課期日）現在で土地や家屋
を所有している方に課税され
ます（平成25年度の固定資産
税であれば 平 成25年1月1
日）。1月2日以降に土地の売
買や建物の解体が行われたと
しても、その年度は全額、前所
有者に課税されます。

認
定
長
期
優
良
住
宅
に
対
す
る
減
額
措
置

住
宅
を
耐
震
改
修
し
た
場
合
の
減
額
措
置

住
宅
を
省
エ
ネ
改
修
し
た
場
合
の
減
額
措
置

住
宅
を
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
し
た

場
合
の
減
額
措
置

分
は
減
額
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
︶

◆
共
同
住
宅
な
ど
の
場
合
は
独
立
的
に

区
画
さ
れ
た
部
分
ご
と
に
軽
減
の
対
象

と
な
り
ま
す
。

5 市政ピックアップ ［私の街さかた 2013.4.16］


